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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地山の斜面に傾斜して埋設される地下水排除施設用の集水管であって、
　前記地山の地下水を集水するストレーナが外周壁に穿設され、該ストレーナを介して集
水した地下水を排水する排出口が下流側の端部に設けられた管本体を有し、
　この管本体の内部に、前記ストレーナを介して集水した地下水と接触して溶解し、該地
下水中に含まれる鉄イオンの酸化を抑制する電子を発生させる、マグネシウムを主成分と
する金属部材が、地下水の流路を確保して配設されていることを特徴とする地下水排除施
設用集水管。
【請求項２】
　前記マグネシウムを主成分とする金属部材が、管本体よりも小径で丸く成型されたマグ
ネシウム管で構成されている請求項１記載の地下水排除施設用集水管。
【請求項３】
　前記ストレーナを介して集水した地下水を、管本体の排出口付近で一時的に貯留すると
ともに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から排水するエルボ管が、管本体の
排出口に接続されている請求項１又は２に記載の地下水排除施設用集水管。
【請求項４】
　地山の斜面に傾斜して埋設される地下水排除施設用集水管の閉塞を誘発するスライムの
付着を防止する方法であって、
　前記地山の地下水を集水するストレーナが外周壁に穿設され、該ストレーナを介して集
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水した地下水を排水する排出口が下流側の端部に設けられた管本体の内部に、マグネシウ
ムを主成分とする金属部材を挿入配置して、前記ストレーナを介して管本体内に集水した
地下水と接触させ、該金属部材に含まれるマグネシウム成分が地下水に溶解することで発
生する電子を、地下水中に含まれる鉄イオンに作用させて該鉄イオンの酸化を抑制するこ
とにより、管本体内部へのスライムの付着を防止することを特徴とする地下水排除施設用
集水管におけるスライム付着防止方法。
【請求項５】
　前記マグネシウムを主成分とする金属部材が、前記管本体よりも小径で丸く成型された
マグネシウム管である請求項４記載のスライム付着防止方法。
【請求項６】
　前記ストレーナを介して集水された地下水を、管本体の排出口付近で一時的に貯留する
とともに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から排水するエルボ管を、管本体
の排出口に接続する請求項４又は５に記載のスライム付着防止方法。
【請求項７】
　前記地山に含まれる鉄成分が溶出して集水管の管本体内へ流入するのを抑制する鉄成分
溶出抑制材を、前記地山の表面に埋設又は散布する請求項４ないし６のいずれかに記載の
スライム付着防止方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、地下水排除施設用集水管、及び地下水排除施設用集水管におけるスライム
付着防止方法に関し、特に地すべりの発生を防止するために地山の斜面に設置され、地山
の地下水を集水して地表へ排出する集水管内におけるスライムの付着を防止する技術に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　地すべり対策技術の一つとして、ストレーナを施した地下水集水管を地中に埋設し、こ
の集水管を通じて地中に含まれた地下水を地表に排出して、地下水位を低下させ、地すべ
りの発生を抑制する方法が知られている。この地下水集水管を用いた地すべり対策は、多
数の地域において実施されている。しかし、ストレーナの目詰まりによる地下水排除機能
の低下が確認されており、地すべり防止効果への影響が危惧されている。なお、この目詰
まりを生じさせている物質は、主に地下水中の鉄分を利用する鉄細菌（鉄バクテリア）が
生成するスライムであることが確認されている。
【０００３】
　そこで、この好気性細菌である鉄細菌の増殖を抑制して目詰まりを防止しようとする装
置が提案されている。すなわち、集水管にパイプを接続するとともにこのパイプ内への空
気の侵入を阻止して組立てるようにした装置（例えば、特許文献１）や、集水管に接続し
たパイプの排水端部である開口端を水面下に没するように配置した装置（例えば、特許文
献２）が知られている。しかし、これらの装置では、充分な防止効果が認められない場合
があった。
【０００４】
　このため、これまでは高水圧水によって地下水集水管の内壁を洗浄し、この集水管内に
付着・堆積した目詰まり物質であるスライムの除去を行なって、低下した地下水排除機能
を回復させていた。しかしながら、高水圧水による洗浄では、地下水集水管の定期的なメ
ンテナンスが必要となる。このため、これに起因して膨大な維持管理費用が生じており、
合理的で低コスト化を図れる地下水集水管の機能維持管理技術を開発することが課題とな
っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２００１－０４０６７３号公報
【特許文献２】特開２００１－０９００９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、この発明は、従来必要とされていた定期的なメンテナンスを要することなく地
下水排除機能を維持することができ、地下水排除施設における維持管理コストの縮減を図
ることのできる地下水排除施設用集水管、及び地下水排除施設用集水管におけるスライム
付着防止方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記の目的を達成するために、請求項１に記載の発明は、地山の斜面に傾斜して埋設さ
れる地下水排除施設用の集水管であって、前記地山の地下水を集水するストレーナが外周
壁に穿設され、該ストレーナを介して集水した地下水を排水する排出口が下流側の端部に
設けられた管本体を有し、この管本体の内部に、前記ストレーナを介して集水した地下水
と接触して溶解し、該地下水中に含まれる鉄イオンの酸化を抑制する電子を発生させる、
マグネシウムを主成分とする金属部材が、地下水の流路を確保して配設されていることを
特徴とする。
【０００８】
　請求項２に記載の発明は、請求項１記載の地下水排除施設用集水管において、前記マグ
ネシウムを主成分とする金属部材が、管本体よりも小径で丸く成型されたマグネシウム管
で構成されていることを特徴とする。
【０００９】
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は２に記載の地下水排除施設用集水管において、
前記ストレーナを介して集水した地下水を、管本体の排出口付近で一時的に貯留するとと
もに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から排水するエルボ管が、管本体の排
出口に接続されていることを特徴とする。
【００１０】
　請求項４に記載の発明は、地山の斜面に傾斜して埋設される地下水排除施設用集水管の
閉塞を誘発するスライムの付着を防止する方法であって、前記地山の地下水を集水するス
トレーナが外周壁に穿設され、該ストレーナを介して集水した地下水を排水する排出口が
下流側の端部に設けられた管本体の内部に、マグネシウムを主成分とする金属部材を挿入
配置して、前記ストレーナを介して管本体内に集水した地下水と接触させ、該金属部材に
含まれるマグネシウム成分が地下水に溶解することで発生する電子を、地下水中に含まれ
る鉄イオンに作用させて該鉄イオンの酸化を抑制することにより、管本体内部へのスライ
ムの付着を防止することを特徴とする。
【００１１】
　請求項５に記載の発明は、請求項４記載のスライム付着防止方法において、前記マグネ
シウムを主成分とする金属部材が、前記管本体よりも小径で丸く成型されたマグネシウム
管であることを特徴とする。
【００１２】
　請求項６に記載の発明は、請求項４又は５のいずれかに記載のスライム付着防止方法に
おいて、前記ストレーナを介して集水された地下水を、管本体の排出口付近で一時的に貯
留するとともに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から排水するエルボ管を、
管本体の排出口に接続することを特徴とする。
【００１３】
　請求項７に記載の発明は、請求項４ないし６のいずれかに記載のスライム付着防止方法
において、前記地山に含まれる鉄成分が溶出して集水管の管本体内へ流入するのを抑制す
る鉄成分溶出抑制材を、前記地山の表面に埋設又は散布することを特徴とする。
【発明の効果】
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【００１４】
　この発明は、前記のようであって、請求項１に記載の発明によれば、地山の斜面に傾斜
して埋設される地下水排除施設用の集水管であって、前記地山の地下水を集水するストレ
ーナが外周壁に穿設され、該ストレーナを介して集水した地下水を排水する排出口が下流
側の端部に設けられた管本体を有し、この管本体の内部に、前記ストレーナを介して集水
した地下水と接触して溶解し、該地下水中に含まれる鉄イオンの酸化を抑制する電子を発
生させる、マグネシウムを主成分とする金属部材が、地下水の流路を確保して配設されて
いるので、管本体の内部にマグネシウムを主成分とする金属部材を配設するというきわめ
て簡単な構成で、スライム発生の原因となる地下水中の鉄イオンの酸化を抑制することが
できる。これにより、従来のような定期的なメンテナンスを要することなく集水管の地下
水排除機能を維持することができ、維持管理コストの縮減を図ることができる。
【００１５】
　請求項２に記載の発明によれば、マグネシウムを主成分とする金属部材が、管本体より
も小径で丸く成型されたマグネシウム管で構成されているので、集水管全体を重量化する
ことなく前記作用効果を奏することができる。また、金属部材を管状とすることで、地下
水と接触する範囲が大きくなり、マグネシウム成分の地下水への溶解を長期にわたって持
続させることができる。
【００１６】
　請求項３に記載の発明によれば、ストレーナを介して集水した地下水を、管本体の排出
口付近で一時的に貯留するとともに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から排
水するエルボ管が、管本体の排出口に接続されているので、排出口付近の地下水が貯留す
る部分において地下水中にマグネシウム管が含浸し、地下水がマグネシウム管と接触する
時間を十分に確保することができる。これにより、マグネシウム成分の地下水への溶解と
、地下水中への電子の放出を長期にわたって持続することができ、スライムの付着防止効
果が向上する。また、地下水が外気と接触する範囲が、エルボ管の孔口付近のみに限定さ
れるため、地下水中に含まれる鉄イオンの酸化自体が抑制され、スライムの付着防止効果
がさらに向上する。
【００１７】
　請求項４に記載の発明によれば、地山の斜面に傾斜して埋設される地下水排除施設用集
水管の閉塞を誘発するスライムの付着を防止する方法であって、前記地山の地下水を集水
するストレーナが外周壁に穿設され、該ストレーナを介して集水した地下水を排水する排
出口が下流側の端部に設けられた管本体の内部に、マグネシウムを主成分とする金属部材
を挿入配置して、前記ストレーナを介して管本体内に集水した地下水と接触させ、該金属
部材に含まれるマグネシウム成分が地下水に溶解することで発生する電子を、地下水中に
含まれる鉄イオンに作用させて該鉄イオンの酸化を抑制することにより、管本体内部への
スライムの付着を防止するので、管本体の内部にマグネシウムを主成分とする金属部材を
挿入配置するというきわめて簡単な方法で、スライム発生の原因となる地下水中の鉄イオ
ンの酸化を抑制することができる。これにより、従来のような定期的なメンテナンスを要
することなく集水管の地下水排除機能を維持することができ、維持管理コストの縮減を図
ることができる。
【００１８】
　請求項５に記載の発明によれば、マグネシウムを主成分とする金属部材が、前記管本体
よりも小径で丸く成型されたマグネシウム管であるので、金属部材としてより軽量なマグ
ネシウム管を用いることができ、管本体内への挿入作業の負担が軽減する。また、金属部
材を管状とすることで、地下水と接触する範囲が大きくなり、マグネシウム成分の地下水
への溶解を長期にわたって持続させることができる。
【００１９】
　請求項６に記載の発明によれば、ストレーナを介して集水された地下水を、管本体の排
出口付近で一時的に貯留するとともに、貯留された地下水を該排出口よりも上方位置から
排水するエルボ管を、管本体の排出口に接続するので、排出口付近の地下水が貯留する部
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分において地下水中にマグネシウム管が含浸し、地下水がマグネシウム管と接触する時間
を十分に確保することができる。これにより、マグネシウム成分の地下水への溶解と、地
下水中への電子の放出を長期にわたって持続することができ、スライムの付着防止効果が
向上する。また、地下水が外気と接触する範囲が、エルボ管の孔口付近のみに限定される
ため、地下水中に含まれる鉄イオンの酸化自体が抑制され、スライムの付着防止効果がさ
らに向上する。
【００２０】
　請求項７に記載の発明によれば、地山に含まれる鉄成分が溶出して集水管の管本体内へ
流入するのを抑制する鉄成分溶出抑制材を、前記地山の表面に埋設又は散布するので、土
壌中に含まれる鉄の溶出自体を緩和し、鉄イオンの集水管内へ流入を抑制することができ
る。これにより、地下水中の鉄イオンの濃度が高まるのを抑制でき、集水管内へのスライ
ムの付着防止効果を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】この発明の実施の形態に係る地下水排除施設用の集水管が適用された横ボーリン
グの全体構成を示す模式断面図である。
【図２】同上のスライム付着防止方法の確認試験を実施した横ボーリングの試験前におけ
るスライム付着状況を示す写真である。
【図３】同上の試験開始から約１か月後のエルボ管孔口へのスライム付着状況の外観を示
す写真であり、（ａ）がマグネシウム管を挿入した集水管、（ｂ）がアルミニウム管を挿
入した集水管、（ｃ）が何も挿入していない集水管のエルボ管孔口である。
【図４】同上のエルボ管孔口の内部状況を示す写真であり、（ａ）がマグネシウム管を挿
入した集水管、（ｂ）がアルミニウム管を挿入した集水管、（ｃ）が何も挿入していない
集水管のエルボ管孔口の内部状況である。
【図５】同上の集水管内に挿入されていたマグネシウム管及びアルミニウム管の変化状況
を示す写真である。
【図６】同上の集水管内に貯留されていた排水の状況を示す写真であり、（ａ）がマグネ
シウム管を挿入した集水管内、（ｂ）がアルミニウム管を挿入した集水管内に貯留されて
いた排水の状況である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、この発明の一実施の形態に係る集水管を、地下水排除施設である横ボーリングに
適用した場合を例示して説明する。
【００２３】
　図１は、地下水排除施設である横ボーリングの全体構成を示す模式断面図である。図１
において、１は集水管で、この集水管１は、地山Ａの地下水面よりも下方位置に、その開
口端を下向きにして傾斜した状態で埋設されている。集水管１は、中空円筒管からなる管
本体２を有し、その上端が閉塞され、上端から土砂が入らないようになっており、その開
口した下端が、地山Ａの土壁面Ｂから突出されている。管本体２の長さ方向には、管本体
２の管壁を貫通した孔であるストレーナ３が、所定の間隔で複数個穿設されている。した
がって、ストレーナ３が施された管本体２が、地山Ａに上端から下端に向け下向き傾斜の
姿勢で埋設されているので、地山Ａからストレーナ３を介して管本体２内に集水された地
下水４が、土壁面Ｂから突出して開口された下端の排出口へと導かれる。
【００２４】
　管本体２の排出口には、エルボ管Ｅが接続されている。エルボ管Ｅは、図示のように一
方の端部が管本体２の排出口に接続され、他端部がこの排出口よりも上方位置で外方へ開
口する孔口となっている。したがって、管本体２の排出口へ導かれた地下水は、直ちに排
水されることなく管本体２の排出口付近で一旦貯留され、その高さがエルボ管Ｅの孔口の
下端まで達すると、排水５として排出される。
【００２５】
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　一方、管本体２の内部には、マグネシウムを主成分とする金属部材として、マグネシウ
ム合金の管（マグネシウム管６）が配設されている。マグネシウム管６は、管本体２の内
部に配設できるものであれば、その長さや形状は特に限定されないが、例えばＡＳＴＭ規
格（American Society of Testing and Materials、米国試験材料協会が定める材料に関
する標準化規格）で「ＡＺ３１」と標記される、アルミニウム約３％、亜鉛約１％、マグ
ネシウム約９６％を含んでなるマグネシウム合金の管を用いることができる。マグネシウ
ム管６の管本体２への固定方法としては、例えば熱溶着により直接管本体２の底部に固定
する方法や、支持部材を介して取り外し可能に固定する方法などを採用することができる
が、いずれの方法を用いた場合でも、地下水を管本体２の排出口側へ導くための十分な流
路が確保されていればよい。
【００２６】
　このように構成された集水管１によれば、ストレーナ３を介して管本体２の内部に集め
られた地下水４は、管本体２の内部に配設されたマグネシウム管６に接触しながら、下端
の排出口側へ導かれる。地下水４には、鉄イオンが含まれているが、マグネシウム管６の
主成分であるマグネシウムは、鉄よりもイオン化傾向が高く、水溶液中でイオンになり易
い。このため、ストレーナ３を介して集水された地下水４がマグネシウム管６に接触する
と、そのマグネシウム成分が地下水４中に容易に溶解する。そして、このマグネシウム成
分の溶解（イオン化）に伴い、地下水４中に電子が放出される。
【００２７】
　一方、地下水中に生存している鉄細菌（鉄バクテリア）は、同じく地下水中に溶存して
いる２価の鉄イオンを３価の鉄イオンへ酸化し、その際に発生する酸化エネルギーを利用
して生存・増殖することが知られている。そして、３価の鉄イオンは赤褐色の水酸化鉄（
Ｆｅ（ＯＨ）３）となって鉄細菌が生成する有機物とともに集水管の内部に沈殿して固着
し、集水管の閉塞の原因となるスライムを形成する。このとき地下水中では、前述のマグ
ネシウム成分のイオン化に伴って放出された電子が２価の鉄イオンと反応し、３価の鉄イ
オンへの酸化を妨げる。つまり、マグネシウムが鉄の還元剤として作用する。
【００２８】
　すなわち、集水管１ではこのように、管本体２の内部に配設されたマグネシウム管６の
主成分であるマグネシウムが地下水中に溶解して、地下水中に電子を放出し、放出された
電子が、地下水中に含まれる２価の鉄イオンの酸化を抑制するため、スライムの原因物質
である３価の鉄イオンの生成が抑制される。また、２価の鉄イオンの酸化が抑制されるこ
とにより、酸化の際に生じる酸化エネルギーが低減し、このエネルギーを利用して生存す
る鉄細菌の増殖も抑えられる。これにより、管本体２の内部へのスライムの付着が防止さ
れる。
【００２９】
　なお、管本体２の排出口に図示のようにエルボ管Ｅを接続することで、排出口付近の地
下水が貯留する部分において地下水中にマグネシウム管６が含浸し、地下水がマグネシウ
ム管６と接触する時間を十分に確保することができる。このため、マグネシウム成分の地
下水への溶解と、地下水中への電子の放出を長時間にわたって持続することができ、スラ
イムの付着防止効果が向上する。また、地下水が外気と接触する範囲が、エルボ管Ｅの孔
口付近のみに限定されるため、地下水中に含まれる２価の鉄イオンの酸化自体が抑制され
、スライムの付着防止効果をさらに高めることができる。
【００３０】
　次に、この発明の一実施の形態に係る集水管へのスライム付着防止方法について説明す
る。ここでは、横ボーリングなどの地下水排除施設に設置されている既存の集水管に対し
て、スライム付着防止方法を適用した場合を例示して説明する。
【００３１】
（マグネシウム管の挿入工程）
　まず、地下水排除施設に設置されている既存の集水管の管本体内部に、マグネシウムを
主成分とする金属部材を排出口側から挿入配置する。金属部材は、集水管の管本体の内部
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に配置されたときに、上端から流れてくる地下水と確実に接触できるように、管本体の底
部に沿わせて配置する。金属部材としては、上述のＡＺ３１マグネシウム合金の管を用い
ることができる。
【００３２】
　そして、マグネシウムのイオン化傾向が鉄より高いことを利用して、マグネシウム成分
を地下水中に溶解させ、地下水中に電子を放出させる。放出された電子は、地下水中に溶
存する２価の鉄イオンと反応し、この２価の鉄イオンが酸化して３価の鉄イオンになろう
とする作用を抑制する。これにより、地下水中で発生する酸化エネルギーを低減させ、鉄
細菌の増殖を抑制するとともに、スライムの原因物質となる３価の鉄イオンの生成を抑制
し、管本体内へのスライムの付着を防止する。
【００３３】
　なお、マグネシウム成分を持続的に地下水中へ溶解させるため、管本体の排出口に前述
のようなエルボ管を接続し、地下水を一時的に貯留させ、貯留部分にマグネシウム管を含
浸させるようにする。これにより、地下水がマグネシウム管６と接触する時間を十分に確
保することができ、マグネシウム成分の地下水への溶解と、地下水中への電子の放出を長
時間にわたって持続することができる。また、地下水が外気と接触する範囲が、エルボ管
の孔口付近のみに限定され、地下水中に含まれる２価の鉄イオンの酸化自体が抑制される
。したがって、スライムの付着防止効果をさらに高めることができる。
【００３４】
（鉄分溶出抑制材の散布工程）
　また、スライム付着防止効果を促進させる付加要因として、マグネシウム管の挿入工程
に加え、周期表の第２族に属する典型元素を主成分とする金属材料（例えば、マグネシウ
ム金属材料やカルシウム含有材料等）を、鉄分溶出抑制材として集水管が埋設された地山
の表土に埋設または散布することも有効である。
【００３５】
　つまり、鉄に比べてイオン化しやすいこれらの物質は、酸性雨中に含まれる原因物質で
ある硫酸イオン、硝酸イオン、塩化物イオンと反応し中和するため、土壌中に含まれる鉄
の溶出自体を緩和し、鉄イオンの集水管内へ流入を抑制する効果がある。また、カルシウ
ム含有材料は水に溶けやすいことから、酸性雨による鉄の溶出防止効果において高い即効
性が期待できる。一方、マグネシウム金属材料は溶解スピードが比較的穏やかであること
から、長期に亘って鉄分の溶出効果を持続することができる。このように、集水管内への
鉄イオンの流入が抑制されれば、地下水中の鉄イオンの濃度が高まるのを抑制でき、集水
管内へのスライムの付着防止効果をさらに向上させることができる。
【００３６】
　なお、本発明者等は、上述のスライム付着防止方法を実際の地すべり現場で実施し、そ
の効果について確認試験を行った。以下、その試験結果について説明する。確認試験は、
泥岩地帯の地すべり地の地下水排除施設である新潟県内の横ボーリングで実施した。
【００３７】
　図２は、試験前の横ボーリングへのスライム付着状況を示したものである。この横ボー
リングは、施設設置後１年未満で集水管に大量の鉄細菌によるスライムが付着した施設で
あり、スライムが大量に集水管に付着していることが分かる。この横ボーリングに設置さ
れた各集水管の全長は、下端の排出口から上端までで約６０ｍであるが、試験開始前に集
水管の排出口から奥行約２０ｍの区間と、集水管保護壁等をブラシ等で掃除した。
【００３８】
　確認試験は、図２で右側に位置する３本の集水管で実施した。そのうちの１本には、実
施例として、長さ１．９ｍのＡＺ３１マグネシウム合金（アルミニウム３％、亜鉛１％、
マグネシウム９６％）の管を５本連結し、全長約１０ｍとしたマグネシウム管を挿入した
。また、別の１本には、長さ２ｍのアルミニウム合金の管の表面をサンドペーパーで研磨
したものを５本連結し、全長約１１ｍとしたアルミニウム管を挿入し（比較例１）、さら
に別の１本には何も挿入せず（比較例２）、試験開始から約１ヶ月間にわたってスライム
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付着状況の比較を行った。なお、各集水管の排出口にはエルボ管を接続し、それぞれの孔
口付近におけるスライムの付着状況を比較観察した。
【００３９】
　表１は、試験開始から１日後の集水管からの排水のpHと全鉄（T-Fe）を示したものであ
る。pHは６．６２～６．９４であり、中性である。全鉄（T-Fe）は２２．１～２９．７mg
/ｌであり、集水管に非常にスライムが付着しやすい水質である。集水管へのスライム付
着量は、全鉄（T-Fe）が１mg/ｌ以上で多くなる。
【００４０】
【表１】

【００４１】
　図３は、試験開始から約１か月後のエルボ管孔口へのスライム付着状況の外観を示した
ものである。図３において、（ａ）がマグネシウム管を挿入したもの（実施例）、（ｂ）
がアルミニウム管を挿入したもの（比較例１）、（ｃ）が何も挿入していないもの（比較
例２）である。なお、マグネシウム管を挿入した集水管、及びアルミニウム管を挿入した
集水管では、集水管の排出口からエルボ管の孔口までの区間にはそれぞれマグネシウム管
及びアルミニウム管を配置できず、この区間でそれぞれスライムが付着し出したことから
、更にこの区間にも短く切断したマグネシウム管をそれぞれ挿入した。
【００４２】
　図４に、それぞれのエルボ管孔口の内部状況を示す。図４（ａ）に示すように、マグネ
シウム管を挿入したものにはほとんどスライムの付着が認められなかったが、図４（ｂ）
、（ｃ）に示すように、アルミニウム管を挿入したものと何も挿入していないものについ
てはスライムの付着が認められた。
【００４３】
　図５は、集水管内に挿入されていたマグネシウム管及びアルミニウム管の変化状況を示
したものである。マグネシウム管については、地下水及び貯留された排水に接していた部
分が全長約１０ｍにわたって黒緑色となっており、スライムの付着はほとんど認められな
かった。一方、アルミニウム管については、孔口から約６ｍの区間が赤褐色になり、孔口
から約６～１０ｍの区間はほとんど赤褐色になっていなかった。赤褐色となった区間は、
鉄細菌により生成されたスライムがアルミニウム管に付着した区間である。
【００４４】
　図６は、集水管内に貯留されていた排水の状況を示したものである。（ａ）は、マグネ
シウム管を挿入した集水管に貯留されていた排水の状況である。排水の色は黒色であり、
排水中には鉄細菌が生成するコロイド状の有機物は認められなかった。（ｂ）は、アルミ
ニウム管を挿入した集水管に貯留されていた排水の状況である。排水の色が赤褐色であり
、排水中には鉄細菌が生成するコロイド状の有機物の浮遊が認められた。
【００４５】
　２価の鉄イオンは、酸素が存在する状態で容易に酸化されて、赤褐色の水酸化鉄へと変
化するが、酸化の進行に伴い、淡緑色→灰緑色→黒褐色→赤褐色へと色相が変化すること
が知られている。すなわち、今回の試験でマグネシウム管が黒緑色となり、集水管内に貯
留されていた排水が黒色であったことから、マグネシウム合金により鉄イオンの酸化作用
が阻害され、鉄イオンの酸化が進行しなかったことが示された。
【００４６】

試験孔 pH T-Fe(mg/Q) 

マグネシウム管挿入孔 6.94 22 1 

アルミニウム管挿入孔 6.62 22 2 

挿入管なし 6 6 7 29,7 
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　表２は、試験を行った１ヶ月間におけるエルボ管孔口からの排水量の変化を示すもので
ある。
【００４７】
【表２】

【００４８】
　この結果から、マグネシウム管を挿入した集水管では、実験開始時と終了時において排
水量に大きな変化はなく、また最少排水量と最大排水量の差も比較的小さかった。試験を
行った夏場の渇水期には幾分流量が減少したものの、全期間を通してほぼ一定の流量で推
移した。
【００４９】
　アルミニウム管を挿入した集水管（比較例１）では、排水量が実験終了時で大きく減少
した。変動が著しく、流量がほとんどなく測定不能となることもあった。これは、集水管
内に発生したスライムにより、管の閉塞が進行していたためと推測される。また、降雨時
には、管内部に滞留していた地下水がスライムと共に一気に管外へ排出されるような場面
もあった。また、何も挿入していない集水管（比較例２）でも、実験終了時での排水量の
減少が認められたが、これも比較例１と同様に管内部でのスライムの発生による管の閉塞
が進行したためと考えられる。
【００５０】
　なお、アルミニウム管を挿入した集水管で効果が認められなかったのは、アルミニウム
は酸化皮膜を形成しやすく、またその膜が比較的強固であるため、アルミニウムのイオン
化を阻害する要因になっていたためと考えられる。すなわち、イオン化傾向の大きさで表
したイオン化列では、マグネシウムとアルミニウムは隣接しているが、溶解性（イオン化
）にはかなりの差があり、そのためアルミニウム管では効果が認められなかったものと考
えられる。
【００５１】
　以上のように、本発明に係る地下水排除施設用集水管、及び地下水排除施設用集水管に
おけるスライム付着防止方法によれば、マグネシウム成分を地下水に溶解させて電子を発
生させることにより、集水管内でのスライムの付着をきわめて簡単かつ合理的に防止する
ことができる。このため、従来のような定期的なメンテナンスが不要となり、地下水排除
施設における維持管理コストの縮減を図ることができる。
【００５２】
　なお、前記実施の形態では、マグネシウム管として前述のＡＺ３１を用いた例を説明し
たが、マグネシウム管はこれに限定されるものではなく、マグネシウム成分ができるだけ
多く含まれている合金を使用すれば本発明の効果をより長期にわたって継続することがで
きる。
【００５３】
　また、前記実施の形態では、マグネシウム管６を３本配設した例を説明したが、この本
数はこれに限られるものではなく、また、複数本ではなく１本ものの長尺状のマグネシウ
ム管を用いてもよい。また、マグネシウム管６は管状ではなく、棒状のものを用いること
もできる。この場合、管本体２の内周面とマグネシウム棒の外周面との間に十分な隙間を
確保する。また、廃材となったマグネシウム管及びマグネシウム棒等の短い切れ端を、網
状の容器や穴の開いた容器に入れ、これら容器を管本体２内に挿入して地下水と接触させ

試験孔

“ 
最少量 I 最大量

4501 600 

測定不能 590 

180| 440 

（単位叫／分）
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る事も可能である。これら形態は、管本体２に挿入でき、地下水の流出を妨げることがな
ければ、特に形状にこだわることは無い。
【符号の説明】
【００５４】
１　集水管
２　管本体
３　ストレーナ
４　地下水
５　排水
６　マグネシウム管
Ａ　地山
Ｂ　土壁面
Ｅ　エルボ管

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

A
 

(c) (b) (a) 

(a) (b) (C) 

巳
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【図５】

【図６】
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